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１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１）経営成績に関する分析 

 （当期の経営成績） 

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、消費税率引上げ後における個人消費の一部に弱さが残るものの、政府の経

済政策や日本銀行の金融緩和政策を背景に企業業績や雇用情勢に改善が見られるなど、緩やかな回復基調で推移いたし

ました。 

 物流業界におきましては、個人消費や住宅投資の落ち込みから総輸送量は減少しており、ドライバー不足を受けた外

注費などのコスト上昇もあり、依然として厳しい経営環境が続きました。 

 このような経営環境の下で当社グループは、お客様の立場に立ったより良い物流サービスを提案、提供し、既存顧客

との取引拡大と新規顧客の開拓を積極的に推進するとともに、コスト削減のため輸送の効率化と経費節減にも積極的に

取組んでまいりました。 

 この結果、物流の効率化及び不動産の有効活用などを推進してきたことから、当連結会計年度の営業収入は、117億3

千 3百万円（前期比 2.6％増）となりましたが、燃料価格の高騰や外部委託の増加などの要因でコスト増となり、営業

利益は12億3千3百万円（前期比3.7％減）、経常利益は12億9百万円（前期比1.1％減）、一部物流センター業務内容

変更に伴う倉庫建物の解体による除却もあり、当期純利益は6億5千3百万円（前期比4.8％減）となりました。 

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

 

貨物自動車運送事業 

貨物自動車運送事業については、輸送業務の取り扱いが堅調に推移したことにより、営業収入は 3,961百万円、前

期比42百万円、1.1％の増収となり、セグメント利益（営業利益）は154百万円、前期比8百万円、5.8％の増益とな

りました。 

 

倉庫事業 

  倉庫事業については、業者間競争や顧客のコスト削減による低価格等が続いたものの、新倉庫建設により営業収入

は 2,441百万円、前期比 85百万円、3.6％の増収となりましたが、一部物流センター業務内容変更に伴う倉庫建物の

解体や倉庫稼働率の低下等により、セグメント利益（営業利益）は 719百万円、前期比△63百万円、△8.1％の減益

となりました。 

 

附帯事業 

  附帯事業については、個人消費の昨年４月からの消費税増税の反動減及び天候不順等により製造関連が低迷し、営

業収入は3,559百万円、前期比△66百万円、△1.8％の減収となり、セグメント利益（営業利益）は 97百円、前期比

△113百万円、△53.8％の減益となりました。 

 

 不動産事業 

  不動産事業については、一部賃貸物件の稼働率に回復の動きが見られたことなどから、営業収入は 976百万円、前

期比66百万円、7.3％の増収となり、セグメント利益（営業利益）は631百万円、前期比66百万円、11.8％の増益と

なりました。 

 

 建設事業 

  建設事業については、完成高が減少したことなどにより、営業収入は 900百万円、前期比△854万円、△48.7％の

減収となり、セグメント利益（営業利益）は65百万円、前期比△36百万円、△35.7％の減益となりました。 
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 その他 

  その他事業については、旅客運送事業、保険代理店業が個人消費の落ち込みで回復の兆しが見えない中、営業収入

は371百万円、前期比△2百万円、△0.6％減収となりましたが、3百万円のセグメント利益（営業利益）（前会計年度

は6百万円の営業損失）となりました。 

 

（次期の見通し） 

今後の経済情勢につきましては、金融緩和の持続と政府の成長戦略に対する期待から景気は緩やかながら回復基調を

たどるものと思われますが、個人消費の落ち込みが長期化していることに加え、新興国経済の減速など海外景気の下振

れが懸念されて、不透明な状況が続くものと思われます。 

当社グループは一丸となってより良いサービスの提供と一層の営業力の強化に鋭意努力してまいる所存であります。

また、軽油価格の動向が経営成績に大きな影響を与えると認識しており、引続き注視をしてまいります。さらに、エコ

ドライブ・アイドリングストップの徹底等の省エネルギー対策をさらに推進し、コスト抑制を実施してまいります。 

次期の連結業績につきましては、営業収入11,918百万円、営業利益1,143百万円、経常利益1,090百万円、当期純利

益628百万円を見込んでおります。 

 

（２）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 流動資産 

  流動資産は、前連結会計年度末に比べて2.2％増加し、4,424百万円となりました。これは、現金及び預金が278百

万円増加したことなどが要因であります。 

 

 固定資産 

  固定資産は、前連結会計年度末に比べて 1.1％減少し、21,635百万円となりました。れは、倉庫建物の解体による

除却及び資産減価償却により建物及び構築物が減少したことが主な要因であります。 

 

 流動負債 

  流動負債は、前連結会計年度末に比べて6.0％減少し、5,542百万円となりました。これは、短期借入金が374百万

円減少したことなどが要因であります。 

 

 固定負債 

  固定負債は、前連結会計年度末に比べて9.2％減少し、6,035百万円となりました。これは主に長期借入金が393百

万円減少したことと、会計方針の変更に伴い退職給付に係る負債が214百万円減少したことが要因であります。 

 

 純資産 

  この結果、純資産は前連結会計年度末に比べて 824百万円増加し、14,483百万円になりました。主に当期純利益が

剰余金に計上されたためであります。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ 278百万円増加し、

2,061百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況と、それらの要因は次のとおりであります。 

 

(イ)営業活動によるキャッシュ・フロー 
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  営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が 1,123百万円となり、営業債権の減少や、未

払消費税等の増加等により、得られた資金は 1,982百万円と前連結会計年度に比べ 842百万円、73.9％の増加とな

りました。 

 

(ロ)投資活動によるキャッシュ・フロー 

  投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出が減少したことなどにより、使用した資

金は812百万円と前連結会計年度に比べ818百万円、50.2％の減少となりました。 

 

(ハ)財務活動によるキャッシュ・フロー 

  財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増減額が減少したこと、長期借入れによる収入が減少し

たことなどにより、使用した資金は△891百万円と前連結会計年度に比べ1,026百万円の減少となりました。 

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 

自己資本比率（％） 51.7      52.1      55.6      

時価ベースの自己資本比率（％）  14.1       13.9      17.8      

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（倍） 6.2      7.8      4.7      

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 13.2      13.2      27.1      

  ・自己資本比率：自己資本／総資産 

  ・時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

  ・キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

  ・インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

  （注）１．いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

     ２．株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに算出しております。 

     ３．キャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」を使用しております。 

     ４．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。 

     ５．利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様への利益還元を重要課題と認識し、かつ安定的な利益配当を継続することを基本方針としており

ます。より高い収益水準の実現に向けて、将来の事業展開と経営基盤の強化のための内部留保の充実に留意しながら、

株主の皆様に長期的に安定した配当の継続に努めてまいります。 

当期の配当金は、普通配当 1株につき 15円を予定しております。また、次期の配当金につきましても、１株につき

15円を予定しております。 

 

（４）事業等のリスク 

①金利変動の影響について 

 当社グループは、顧客ニーズに応じて、倉庫や配送センター等を建設し、顧客に賃貸しております。土地取得や建物

建設等に係る資金は、主に金融機関より長期・短期の借入金によっているため、総資産に占める借入金の比率が高くな

っており、設備投資の回収は長期を要することから、金利の上昇によっては業績に影響を与える可能性があります。 
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②法的規制について 

 当社グループは、総合物流企業として、貨物自動車運送事業、倉庫業等の各種法令の規制の適用を受けております。

当社グループでは当該法規制の厳守を基本にし、グループ一丸となって推進しておりますが、当該規制に抵触するよう

な事態になった場合には、事業の停止、登録の取消し等により事業の継続が困難になる可能性があります。また、ディ

ーゼルトラックの排ガス等の環境関連規制が一段と強化された場合には、車両の代替等に係る経費負担が増大する可能

性があります。 

 

③受注先の変動について 

 当社グループは、総合物流企業として、お客様から業務を受託する際に、土地、建物、設備機器等について、先行的

に設備投資を実施することがあります。投資に際しては、綿密な事業収支計画を策定し、慎重に投資判断を行っており

ますが、お客様の業績の急変や取引停止などが生じれば、投資資金の回収に支障が生じたり、将来の成長と収益力を低

下させ、業績に影響を与える可能性があります。 

 

④原油価格の高騰について 

 当社グループは、物流事業を主としており、原油価格の高騰はそのまま燃料の値上りに繋がり、原油価格の値上りを

運送料金に転嫁することが困難な状況であります。今後、原油価格が大幅に高騰した場合には、輸送コストが上昇し、

業績に影響を与える可能性があります。 

 

⑤重大な事故発生について 

 当社グループは、トラック等の車両を使用し、輸送を行っております。運行管理の徹底と交通安全に努めております

が、重大な交通事故を発生させてしまった場合は、社会的信用及びお客様の信頼が低下するとともに、行政処分による

車両の使用停止、営業停止、事業許可の取消し等によって、業績に影響を与える可能性があります。 

 

⑥自然災害等について 

 地震、台風、大雪、集中豪雨等の自然災害によって、当社グループの物流及び管理施設等及びお客様からの物品等に

甚大な被害が発生する場合や、停電・輸送経路の遮断などの事態が発生して、物流業務の停滞を招く場合があり、業績

に影響を与える可能性があります。 

 

⑦情報漏洩等によるリスク 

 当社グループは物流サービスの提供に際し、お客様等の情報を取り扱っております。コンプライアンスや個人情報の

管理を徹底し、社内教育を通じて情報管理に努めておりますが、情報の外部漏洩やデータ喪失などの事態が生じた場合、

当社グループの社会的信用の低下を招くだけでなく、損害賠償請求等により当社グループの業績に影響を与える可能性

があります。 

 

⑧賃貸不動産等価格の下落によるリスク 

当社グループは、千葉県内等において賃貸用の店舗、事務所及び倉庫（土地を含む）を有しております。予期せぬ大

規模な顧客撤退や大幅な地価の下落等による収益の低下及び減損損失の発生等により、当社グループの業績に影響を与

える可能性があります。 

 

２．企業集団の状況 

 完全子会社間の吸収合併 

 当社は、ともに完全子会社である南総総業株式会社（以下南総総業）が株式会社南総デマンドサポート（以下南総デ

マンドサポート）を吸収合併することについて平成 27年３月 16日開催の取締役会において決議し、また同日に両社は
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合併契約を締結し、平成27年3月25日開催の合併承認臨時株主総会においてそれぞれ承認されました。 

 合併契約の概要は次のとおりであります。 

（1）合併の目的 

・両当事会社は業務請負、一般労働者派遣等の人材サービスを主としており、取扱業務の整理統合を行い両社を合

併することにより、顧客サービスの向上と経営の合理化を図るものであります。 

（2）合併予定日（効力発生日） 

・平成27年7月1日 

（3）合併方式 

・南総総業を吸収合併存続会社とする吸収合併方式で、南総デマンドサポートは解散いたします。 

（4）合併に係る割当ての内容 

・本合併は、当社完全子会社同士の合併であるため、合併による様式その他の金銭の割当てはありません。 

（5）消滅会社の新株予約権合併方式 

・該当事項はありません。 

（6）合併当事会社の事業内容 

・南総総業        清涼飲料水の製造・補助 

・南総デマンドサポート  請負・労働者派遣 

 

３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、物流サービスを通じて、地域社会の経済、生活の向上に寄与するとともに、環境問題や社会問題に

責任を果たし、お客様から信頼される総合物流企業をつくりあげることを基本方針としております。 

 当社グループは、お客様の立場に立ったより良い物流サービスを提案、提供し、財務体質及び営業力を強化し顧客拡

充を図るとともに、教育指導、物流サービスの効率化を推進し、収益力のある安定した企業経営を推進してまいります。 

 

（２）目標とする経営指標 

 当社グループは、事業の拡大と経営の効率化を図り、営業収入の拡大と継続的な一定の利益を確保することを目標と

しており、経常利益率で８％以上の確保を目指しております。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループは、徹底した経営の効率化を図りながらお客様のニーズに応えるべくより良い物流サービスを提案、提

供し、既存顧客との密なる情報の提供を積極的に行い、取引拡大と新規顧客の開拓を推進すると同時に、コスト抑制の

ため輸送の効率化と経費削減を図るよう努力してまいります。さらに、環境問題を始めとする様々な社会問題に取り組

む総合物流企業として、安定収益を確保できる企業体質を構築するために、次の課題に取り組んでまいります。 

 
 ①営業拡大 

・事業収入の拡大を図ってまいります。 

 ・営業体制の強化を推進してまいります。 

 ・グループ各社とのシナジー効果を発揮させてまいります。 

 ・資産を有効活用してまいります。 

②現場力の強化 

・安全・衛生の推進による事故の撲滅目指してまいります。 

・問題解決能力・業務改善能力・業務実行能力の醸成を図ってまいります。 

・高品質なサービスの提案、提供及び顧客満足度を向上させてまいります。 

南総通運株式会社（9034） 平成27年３月期決算短信

－ 6 －



 

 

・ＩＳＯ９００１規格の業務運営をしてまいります。 

・コンプライアンス、環境保全の推進を図ってまいります。 

③収益化構造の確立 

・ローコスト体質を構築してまいります。 

・変動費管理の徹底。 

・作業費用・業務費用を削減してまいります。 

・資産稼働率の向上を推進してまいります。 

④人材育成 
・自ら主体的に考え、行動する自立型社員・利益に直結した行動ができる社員を育成するためのＯＪＴ・ＯＦＦＪ

Ｔを強化してまいります。 

・ドライバーとフォークリフトオペレーターの品質教育と安全教育の強化を図ってまいります。 

・女性社員の能力開発と職務の拡大を推進してまいります。 

 
（４）会社の対処すべき課題 

今後の経済情勢につきましては、金融緩和の持続と政府の成長戦略に対する期待から景気は緩やかながら回復基調を

たどるものと思われますが、個人消費の落ち込みが長期化していることに加え、新興国経済の減速など海外景気の下振

れが懸念されて、不透明な状況が続くものと思われます。 

このような状況の下、当社グループは一丸となってより良いサービスの提供と一層の営業力の強化に鋭意努力してま

いる所存であります。また、燃油価格の動向が経営成績に大きな影響を与えると認識しており、引続き注視をしてまい

ります。さらに、エコドライブ・アイドリングストップの徹底等の省エネルギー対策をさらに推進し、コスト抑制を実

施してまいります。 
平成27年度は、お客様との信頼関係を構築し、より高品質なサービスの提供と新たなる改善提案能力を積極的に発揮

するため、「南総グループとしての誇りを持ち、闘志を燃やして、笑顔で明日に立ち向かう社員であれ」を全社経営行

動指針とし、「営業拡大」、「現場力の強化」、「収益化構造の確立」、「人材育成」を基本方針として掲げ、実行して

まいります。 
 

４.会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務諸

表を作成する方針であります。 

なお、ＩＦＲＳの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。 
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　（５）継続企業の前提に関する注記

　　該当事項はありません。

　（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

　連結の子会社は次の４社であり、全ての子会社を連結しております。

　　　南総総業株式会社

　　　株式会社南総デマンドサポート

　　　南総建設株式会社

　　　南総タクシー株式会社

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

　全ての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

３．会計処理基準に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

　① 有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

　　　により算定）

　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

　② たな卸資産

　　未成工事支出金

　　　個別法による原価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

　① 有形固定資産

　　　定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、

　　定額法によっております。

　　  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　建　物　　15年～38年

　　　　構築物　　10年～30年

　② 無形固定資産

　　　定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）

　　に基づく定額法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準

　① 貸倒引当金

　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

　　ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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　② 賞与引当金

　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上してお

　　ります。

　③ 役員退職慰労引当金

　　　役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法

　　　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付

　　債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。

　① 退職給付見込額の期間帰属方法

　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

　　給付算定式基準によっております。

　② 数理計算上の差異の費用処理方法

　　　数理計算上の差異は、その発生時に損益処理しております。

（5）重要な収益及び費用の計上基準

　請負工事の収益計上基準

　・工事の進行途上においても、その進捗部分について成果の確実性が認められる場合

　　　工事進行基準によっております。

　・上記の要件を満たさない場合

　　　工事完成基準によっております。

　・決算日における工事進捗度の見積方法

　　　工事進行基準における原価比例法によっております。

（6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び

　 容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に満期日または

   償還日の到来する短期投資からなっております。

（7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　 消費税等の会計処理

　　 　税抜方式によっております。

（会計方針の変更）

     　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。

　 　 ）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下「退

      職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定

　　　めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間

　　　帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期

　　　間に近似した年数に基づく割引率を使用する方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反

　　　映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しました。

　　　　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連結会

　　　計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しており

　　　ます。

      　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が230,552千円減少し、利益剰余金が150,320千円増加

      しております。

　　　　なお、当連結会計年度における損益及び１株当たり情報に与える影響は軽微であります。
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　（７）連結財務諸表に関する注記事項

（１株当たり情報）

１株当たり純資産額 2,741円12銭 １株当たり純資産額 2,907円75銭

１株当たり当期純利益 137円78銭 １株当たり当期純利益 131円25銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在 　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 株式が存在しないため記載しておりません。

(注)算定上の基礎 (注)算定上の基礎

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益

当期純利益(千円) 当期純利益(千円)

 普通株主に帰属しない金額(千円)  普通株主に帰属しない金額(千円)

 普通株主に係る当期純利益(千円)  普通株主に係る当期純利益(千円)

 期中平均株式数（千株）  期中平均株式数（千株）4,983 4,981

686,643 653,883

前 連 結 会 計 年 度
自 平成25年4月 1日
至 平成26年3月31日

当 連 結 会 計 年 度
自 平成26年4月 1日
至 平成27年3月31日

653,883

－ 

686,643

－ 

（ ） （ ）（ ）
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（セグメント情報等）（セグメント情報等）

（1）報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、物流サービスに係る事業を中心に不動産事業等の事業活動を展開しております。従って当社グループ

は、事業形態別セグメントから構成されており、「貨物自動車運送事業」「倉庫事業」「附帯事業」「不動産事業」「建

設事業」の５事業に分類し、当該５事業を報告セグメントとしております。

　「貨物自動車運送事業」は、貨物トラックを使用した貸切及び積合せ貨物輸送を行っております。「倉庫事業」は、自

社所有倉庫及び借り上げ倉庫を使用した貨物保管業務を行っております。「附帯事業」は、顧客工場内等における請負作

業及び一般労働者派遣事業を行っております。「不動産事業」は、顧客ニーズに対応した店舗、事務所及び駐車場等を所

有し、賃貸事業を行っております。「建設事業」は、顧客及び当社の建物等の建築を行っております。

（2）報告セグメントごとの営業収入、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記

載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格等

に基づいております。

　当社グループでは、事業セグメントに資産を配分しておりませんが、関連する費用については合理的な基準に基づき、

各事業セグメントに配分しております。

（3）報告セグメントごとの営業収入及び利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

（単位 ： 千円）

貨物自動車
運送事業

倉庫事業 附帯事業 不動産事業 建設事業 計

営　業　収　入

（1） 3,918,950 2,355,935 3,624,021 905,374 262,59611,066,878 368,92811,435,807

（2） － 100 1,566 5,125 1,492,030 1,498,821 4,410 1,503,232

3,918,950 2,356,035 3,625,587 910,499 1,754,62612,565,699 373,33912,939,039

セグメント利益又は損失（△） 146,157 783,465 211,003 564,447 101,154 1,806,228 △6,749 1,799,478

そ の 他 の 項 目

減 価 償 却 費 165,984 371,866 3,594 123,924 1,756 667,126 21,677 688,803

減　損　損　失 － － 1,745 19,292 － 21,037 － 21,037

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、旅客自動車運送事業、保険代理店業

　　　を含んでおります。

　２．当社グループは事業セグメントに資産を配分していないため、報告セグメントごとの金額を記載しておりません。

合　計

報　告　セ　グ　メ　ン　ト
その他
（注）

外部顧客への営業収入

セグメント間の内部営
業収入又は振替高

計
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当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

（単位 ： 千円）

貨物自動車
運送事業

倉庫事業 附帯事業 不動産事業 建設事業 計

営　業　収　入

（1） 3,961,093 2,441,360 3,558,021 971,723 433,62411,365,824 367,34611,733,170

（2） 226 － 1,237 5,160 446,816 473,440 3,705 477,146

3,961,320 2,441,360 3,559,258 976,883 900,44111,839,264 371,05212,210,316

セグメント利益 154,594 719,944 97,454 631,139 65,022 1,668,154 3,486 1,671,641

そ の 他 の 項 目

減 価 償 却 費 171,775 480,710 4,594 126,419 887 784,387 19,940 804,328

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、旅客自動車運送事業、保険代理店業

　　　を含んでおります。

　２．当社グループは事業セグメントに資産を配分していないため、報告セグメントごとの金額を記載しておりません。

（4）報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項）

（単位 ： 千円）

報告セグメント計

「その他」の区分の営業収入

セグメント間取引消去

連結財務諸表の営業収入

（単位 ： 千円）

報告セグメント計

「その他」の区分の利益又は損失（△）

セグメント間取引消去

全社費用（注）

連結財務諸表の営業利益

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

（単位 ： 千円）

前 連 結
会計年度

当 連 結
会計年度

前 連 結
会計年度

当 連 結
会計年度

前 連 結
会計年度

当 連 結
会計年度

前 連 結
会計年度

当 連 結
会計年度

減 価 償 却 費 667,126 784,387 21,677 19,940 255 △ 8,582 689,059 795,746 

減　損　損　失 21,037 － － － － － 21,037 － 

（注）調整額は、主に報告セグメントに帰属しない減価償却費とセグメント間取引消去であります。

（関連情報）

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

（1）製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

合　計

報　告　セ　グ　メ　ン　ト
その他
（注）

△6,749

前連結会計年度

1,806,228

当連結会計年度

1,668,154

営　業　収　入

利　　　　益

報告セグメント計
その他の項目

連結財務諸表計上額調　整　額そ　の　他

当連結会計年度

11,839,264

371,052

△477,146

11,733,170

12,565,699

373,339

計

前連結会計年度

外部顧客への営業収入

セグメント間の内部営
業収入又は振替高

△1,503,232

11,435,807

△25,997

△492,928

1,280,552

3,486

21,559

△460,006

1,233,193
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（2）地域ごとの情報

① 営業収入

　連結損益計算書の営業収入の金額が、本邦における営業収入であるため、記載を省略しております。

② 有形固定資産

　連結貸借対照表の有形固定資産の金額全てが本邦に所在しているため、記載を省略しております。

（3）主要な顧客ごとの情報

（単位 ： 千円）

営業収入

ジャパンフーズ株式会社 2,362,570

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

（1）製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

（2）地域ごとの情報

① 営業収入

　連結損益計算書の営業収入の金額が、本邦における営業収入であるため、記載を省略しております。

② 有形固定資産

　連結貸借対照表の有形固定資産の金額全てが本邦に所在しているため、記載を省略しております。

（3）主要な顧客ごとの情報

（単位 ： 千円）

営業収入

ジャパンフーズ株式会社 1,888,111

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）

該当事項はありません。

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報）

該当事項はありません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

顧客の名称又は氏名 関連するセグメント名

顧客の名称又は氏名

 貨物自動車運送事業、倉庫事業、附帯事業、建設事業

関連するセグメント名

 貨物自動車運送事業、倉庫事業、附帯事業、建設事業
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６．その他

　（１）役員の異動（平成27年６月26日付）

１． 新任取締役候補

取 　 締  　役 今　関　仁　孝

取 　 締  　役 伊　藤　和　久

２． 退任予定取締役

現　取　締　役 久　　　四　郎

現　取　締　役 川　﨑　宏　一
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